
今後の空港整備について

松永茂温

航空はわが国経済社会の発展を背景に近年目ざ

ましい発達を遂げ，今や国際輸送の分野はもちろ

んのこと，圏内輸送においても特に中長距離の分

野で国民の足として重要な役割を果たすに至って

おり，今後とも航空に対する国民の要請はますま

す強まるものと見込まれる.しかし一方，わが国

においては環境問題に対する国民意識の高まり

や，用地取得難等の事情から，既存の空港におい

て種々使用上の制約を受けているところであり，

また新しい空港の建設に当っても困難な状況に立

つことも多い.この結果，航空需要量に対し空港

等が立ち遅れ気味となり，国内線においては高い

ロード・ファクターの実績にも示される切符の入

手難が発生し，国際線においてはわが国に新たに

乗り入れ等を希望する諸外国の要望に適切に対応

できない状況にある.

空港整備上の陸路の打開に努め空港整備の立ち

遅れを抜本的に解消しなければ，他の種々の航空

に関連する問題の解決も不可能であり，空港整備

の円滑な推進が航空行政の最重点課題であると考

えられる所以である.以下運輸省が56年度より発

足させたし、と考えている第 4 次空港整備 5 カ年計

画をめぐる事柄につき，需要予測の手法等を合

め，述べたい.

まつなが しげはる 運輸省航空局総務課航空企画調

査室

1980 年 9 月号

I 第 4 次空港聾備 5 カ年計画の策定

現在，空港や航空保安施設については第 3 次空

港整備 5 カ年計画(期間: 51-55年度)にもとづ

き，計画的にその整備を進めているところであり，

達成率も 55年度当初予算分までで95.8% となって

いるが(表 1 )同計画は55年度で終了することとな

っている.

一方何年 8 月，新経済社会 7 カ年計画(期間:

54-60年度)が閣議決定され同計画期間中に 240

兆円の公共投資を行なうことが決定され，各部門

別でも投資額が定められた(表 2 ).この中で航空

部門は，全体平均の 2.4 倍を大幅に上回る 3.4 倍

の整備額が計画されている.

運輸省としては，この政府の上位計画に対応し

た第 3 次空整に引き続く新しい空港整備計画を策

定するため，目下，航空審議会の場において検討

しているところであり，ぜひ56年度から新たな 4

次空整を発足させたし、と考えている.

II 今後の航空需要，使用航空機の

見通し

4 次空整を策定するに当っては，今後の航空需

要と各路線で使用される航空機について正しい見

通しを持つことがきわめて重要な前提条件とな

る.

(1)今後の航空需要については，従来に引き続
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表 2 事業別公共投資額(単位 :10億円， %) 

昭和54-60年度 (参考)

年昭期(畔)和経同清度年計価代画格前) 部 門

(5金3年度価額格)1世情J出Aんu.. 

環境衛生 33, 580 14.0 13, 640 

公共賃貸住宅 13, 500 5.6 6, 500 

厚生福祉 5, 420 2.3 2, 150 

文 教 20, 800 8. 7 6, 550 

道 路 46, 000 19.2 19, 500 

鉄 道 17, 750 7.4 8, 000 

滋 湾 6, 850 2.9 2, 900 

航 空 2, 750 1. 1 800 

電気通信 13, 000 5.4 7, 300 

国土保全 17, 800 7.4 6, 900 

農林漁業 18, 150 7.6 6, 990 

計 195, 600 81. 5 81 , 230 

そ の 他 39, 600 16.5 16, 770 

調 整 額 4, 800 2.0 2, 000 
l日h 計 240, 000 100. 。 100, 000 

(備考) 1. 昭和54-6昨度の公共投資額は，本文I表

部門別公共投資額J の再掲である.

2. 本計画の部門の名称のうち，文教は「昭

和50年代前期経済計画J では学校となって

いる.また本計画で文教に含まれている社

会教育施設，社会体育施設，文化施設は

「昭和50年代前期経済計画」ではその他に

含まれている.
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き高い伸びを示すものと見込まれており，現在の

ところ表 3 のとおり，昭和60年度および65年度時

点での状況を予測している.需要予測の数値は計

画を経るごとに変化しているが，参考のためその

状況を表 4 に示す.

(予測の手法)

1. 国際線航空旅客について

日本人については， 日本の実質GNPおよび等

価的運賃指数との相関により求めたが，昭和60年

度を超える見通しについては，点予測を行なうこ

とが難しいので運賃水準について 2 ケースを考え

ることにより幅予測を行なうこととした.

予測式(日本人)

P J=  10-5.315 X GNP2.196 X FARE-O.90' 

PJ ; 日本人旅客数

GNP; 日本の国民総生産(億円， 53年度

価格)

FARE; 等価的運賃指数

0外国人+通過については， 日本の実質GNP と

の相関により求めた.

子測式(外国人+通過)
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「単位，旅客: 10万人，貨物:万トン1
表 3 航空需要実績 u )内の数字は年率での伸び J 

帥45年度|昭和50年度|昭和1年度!昭和昨度|酬53年度|昭和昨度院執|昭和咋度予測(注nI昭和白年度
i実 績|実績|実績l実 績|実 績|実 績イ申ぴ /i i予測J 国し片h山…I 3川川川川3沼矧鮒仰8創的削(円例34削川…ん…4“州…い6耐4ん)iい(い7

I [日本人 |…)1 仰仰…(ω凶ω24削4ωO刊)!l5兇8(1げ77)i …)l 山引…)l (l88)1 

l 外国人(含通過 )1 21(30.5)1 30( 6.7)1 33(10.2)1 35( 6.2)1 36( 4.0)1 40( 9.4)1 (7.4)1 

11東京利用客 1 3犯矧仰ω…0引仰仰山(ω仰ω2汐引9引3)l 6ω釧州川U一0引仰伽川川(μ川山川l行山川5引川1り)1 ω倒例仰…(υ凶山14山川4口5
1---l--1l't::.:t:.1I1=R1# 7/0') A¥i 1<2/110¥1 fr::/tA ')¥1 tL:/tf¥ ",, 1 t').,/-:J C ",1 t"u::/tL: 1¥1 1ft:. 1')¥: 0(¥/." A.¥� ':lr::1 r:: 0\ .， 1川[け125( 10.1) i 客|川|大阪利用客 7引(83.4)1 13引(1日1. 8刈8創)1 15引(胤 3刊)1 削此 4州)川|矧拡 9刈)1 矧此 1川)1 (1口) 8ω0(2幻1.ι刈4引)(汚矧( 5.8)Jltî川口)

際! I 、

Lそ の 他 1 1(… 仰刷ω…1リω2幻)[ 7引(19 2)! 引仰削……2幻川川1υ川5引)l 1l(州 ω O的)1 (川 知川川(υ川1凶ω6ω5川(ω川川lJl{ ~6目初加m桁川(日川叶mm!口仕出m1f行叩:f氾?む; 
岨 I(注2幻

l 事|全 国 11( 12 刊却(22 叫お(10 刊汚( 7 引制(17 刊一(ー)|(18 州 側 14.8) 州 13. 1)

I 全 一一i…山山): 28…)1 329 (1 6.4)1 3山川…i ーみ…んO(ム山… 5)
|旅国川「幹 線 77(30.4引)111円削5引( 8.5)i 1 却捌( 4.0)1139矧別9引州(什16.0)' 1円5刃矧2( 9.6引)i| 凶附附6創( 9.2刈)1 (8.9列州ψ)i山!b2釧0
! i L 戸一カル 77(3 1.1) 1いい1ηω39引(川!1削

客|げ「東京利用客 I 8剖! 131 (1ω0.2幻)， 145( 1ω0.5引)i 1“66副(14.5引)引1 1ω88創(1η3.3刈)1 206創( 9.6叫)引i 

内同! lμl*大酬用鵬客 l一85 い門凶%矧6( 2…3幻刊州……)れ川1川一1ω印O“6創(川 削3 刊 1知矧( 8刈3幻ベ)4i l捌39矧9引…(

|晴寝~I 全 国 1 10(15.5)1 16(1 1. 2)1 18品-;14.0)1-24( 18.~ 
注昭和60年度旅客( J 内は大阪国際空港について供給カチェックをした場合の参考値

2 :昭和45年度~昭和53年度の年平均伸び率
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表 4 航空需要予測一覧

*大阪国際空港の容量を考慮した場合
(単位:旅客万人，貨物1000 トン)

1 5咋度 1 60年度 1 6昨度

新全国総合開発計画
44. 5.30 閣議決定

国|運輸政策審議会
46. 7.31 答申

10,400 

10,000 

内|第2ザ空F5品言語1 7, 000 I 12, 000 

線!第3ザ伊F5品亀裂~I い00 1υ00 
第3次全国総合開発計画 I 6, 000 1 11 , 000 

旅 52. 11. 4 閣議決定

第4次空港整備6カ年計画 1 7, 600] 11 """ 

客案)1 1*(6，田川"，…
第4次空港整備5カ年計画 7 ， 300 1 11 """ 

(案 )1 1*(6,700)1 '勺 vvv

運輸政策審議会 A 7'''¥ I 

国 46. 7.31 答申句… i

|第2次空港整備5カ圭計画 I 2, 000 I 4, 000 I 
47. 3. 閣議決定"-， VVV  I ~， vvv 

線開3次空港整備5カ主計画 I 1, 500 I 2, 700 1 
51. 10. 1 閣議決定'，-'山~， IV  

旅|第4次空港整備6カ年計画
案)

客|第4次空港整備5カ年計画
(案)

2, 700 i 4, 300 

|,550f,700~ 
1 4, 200 

運輸政策審議会 1 

国 46. 7.31 答申l

|第2次空港整備5カ年計画
内 47. 3.17 閣議決定

線|第3次空港整備5カ年計画
51. 10. 1 閣議決定

4, 000 

900 I 2,000 i 

Mo|ωl 
貨|第4次空港整備6カ年計画

案)
620 I 1,000 

物l第4次空港整備5カ年計画
(案) l …1. 000 

運輸政策審議会 民(\(\() i 
国|仏日1 答申 I 5, UUU I 

|第2次空港整備5カ年計画
際 47. 3.17 閣議決定

線|第3次空港整備5カ年計画
51. 10. 1 閣議決定

貨l第4次空港整備6カ年計画
案)

物l第4次空港整備5カ年計画
(案)

800 1 1, 600 

590 1 1, 300 

1, 250 

1, 080 

2, 000 

2, 000 

GNP: 日本の国民総生産(億円， 53年度

価格)

3. 国内線航空旅客について

以下の(1) -(5) に述べるところによったが，新

554 (8) 

経済社会 7 カ年計画のフォローアップにより，昭

和60年度のGNP が 310 兆円より 304 兆円に引き

下げられたことに対応して，昭和60年度の予測値

は(1 )-(5) の結果をGNP弾性値 (2. 1) を用いて

補正した.

(1)地域間路線

①全国を23地域に区分し，沖縄を除く 22地域

については，図 1 に示すフローに従い地域間

旅客流動量を求めた.

② 地域間旅客流動量から，図 2 に示す交通機

関選択モデルにより，地域間航空旅客流動量

を求めた.

③ 次に②で求めた地域間航空旅客流動量をコ

ントロールトータルとし， 51年 8 月発表の需

要予測値(以下 3 空整予測値と略す. )を参考

として航空路線ごとの将来予測値を算出し

た.

(2) 地域内路線(北海道内路線)

(1)一①の作業の中で別途求まる北海道域内旅

客流動量をコントロールトータルとして北海道内

を22地区に分割し， (1)と同様な考え方で北海道内

トータル トータル

図 1 地域間旅客流動量予測フローチャート

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



図 2 交通機関選訳モデル・フローチャート

航空路線の将来予測値を算出した.

(3) 離島路線

① GNP を説明変数とする全離島旅客流動量

推計モデルより推計した.

予測式: p= 1. 857 X GNpO.706 

p: 全離島旅客流動量(千人)

GNP: 国民総生産( 10億円: 50年価格)

② 航空ならびに海運の平均路線距離を入力し

て交通機関選択モデルにより航空機関分担率

を推計した.

③ ①と②の結果より全離島航空旅客流動量を

推計し 3 空整予測値を参考として将来の離

島航空路線別需要を算出した.

(4) 沖縄一本土間路線

① 沖縄県生産所得を説明変数とする下記の推

計モデルにより，沖縄 本土間全旅客流動量

を推計した.

予測式: T=e-7•岨t X yt.6247 

T: 沖縄一本土間全旅客流動量(千人)

1980 年 9 月号

y: 生産所得(億円: 50年価格)

② ①の結果から交通機関選択モデルにより沖

縄一本土間全航空旅客流動量を求め 3 空整

予測値を参考として将来の沖縄←本 k間航空

路線別需要を一律に補正した.

4. 圏内線航空貨物について

実質GNP との相関により予測した.

予測式 T=e1•073 x GNP2.20S 

T; 国内線航空貨物量(トン)

GNP; 国民総生産(兆円，ラ0年価格)

(注) 昭和60年度については，国内線航空旅

客と同様の手法により，弾性値 (2.2) を

用いて修正を行なった.

(2) 使用航空機については，各航空会社とも輸

送力，効率の向上，環境対策上の効果等の観点か

らジャンボ，エアパス等による大型化，新鋭化を

進めてきており，現在定期航空会社の保有機材は

表 5 のとおりである.今後ともこの大型化，新鋭

化の傾向が続くものと考えられ，近々東軍国内航

空は A-300 型 (281人乗り)を，全日空は B767 型

(236人乗り)た導入する計画であるが，当面(昭和

60年を超える頃まで)は現在の B747 クラスを上

回る大型機は出現しない見通しである.なお現在

ローカル線で、の主要機材で、ある Y S-11 型は今後

10年程度は充分使用できると見込まれている.昭

表 5 航空機の保有状況(昭和55年 4 月 1 日現在)

|機数| 品 | 
|川『由、| 座席数 | 

機種 I(込員長編 \1 (カッコ内は国際) 1 使用航空会社
l仕様 )1\線仕様 } 1 

B-747 43(27) [550-4兜(422-361 )1 日航，全日空
L-1011 I 21 326 全日空

DC-l0 I 12( 5) 321(273) 日航

DC-8 I 4的3) I 234(1ト捌|日航，日本ア
ジア

B-727 26 129-178 日航，全日空

DC-9 22 128 東亜園内

B-737 I 18 126 全日空，南西

YS-ll! 80 64 全日空，東亜
園内，南西，
近距離

DHC-61 7 19 南西，近距離

(9) 555 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 B

路線旅客数ト 機 材 問問お~所要滑走路規模(m)
-6 万人/年| エストール機(DHC-6) 19 800 

6- プロペラ旅容機(YS-II) 64 1,200-1 , 500 
11- 小型ジェット( B737等 130 2, 000 
30- 中型ジェット (B767 ， DC-9-80等 215 2, 000-2, 500 
50- 中型ジ品ツト，.:I:.アパス | 一 2, 500 

80- エアパス 350 2, 500 
120- ジャンボ 525 2, 500 

和60年度頃の使用機材と平均座

席数，所要滑走路規模との関係

をまとめると表 6 のとおりであ

る.

111 今後の空港整備に当

つての基本的考え方

前述のとおり，航空需要は今

後ともかなりの伸びを示すもの

間
側
剛
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航
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込
も
を

見
て
化

と
い
ト

るが，国としてもこれに対応し

た空港の整備を積極的に進める

必要がある.

(1)東京，大阪両地区におけ

る空港の抜本的整備

国内ネットワークにおける東

京・大阪両空港の役割はきわめ

て高く 54年度では圏内旅客のう

ち両空港を利用するものは75%

におよんでいる.今後ともその

位置づけは基本的には変わらな 100 

いものと考えられる(図 3) .し

かしながら両空港とも騒音問題

等から可能発着便数枠が抑制さ

れており，現状のままでは，地

方空港から東京・大阪に乗り入

556 (10) 

9∞ 

単位: 10万人. ( )内は構成比

昭和54年度 昭和60年度 昭和65年度

東車利均客数f 

東京大阪線利用客数 34( 8.2) 40( 6.4) 70( 6.4) 

その他的東京利用客数 172( 41.5) 240( 35.8) 365( 33.2) 

合計 206( 49.8) 280( 41.8) 435( 39.5) 

大利阪 東京一大阪線利用客数 34( 8.2) 40( 6.0) 70( 6.4) 

その他的大阪利用客数 105( 25.4) 150( 22.4) 285( 25.9) 

用客数
合計 139( 33.6) 190( 28.4) 355( 32.3) 

そ グ》 他 103( 24.9) 240( 35.8) 380( 34.6) 

総 旅 客 数 414(100.0) 670(1凹 0) 1 , 100(100.0) 

8ω 

400 

300 

200 

() 

33 

年度

図 3 国内線航空旅客数および東京・大阪両国際空港利用旅客数の推移およ
び予測
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発着回数
(千回)

大阪 47/4 49/5 -1150 
135千回 1 日 450 回 1 日 410 回 | 
一一-一二.二.竺 260 回 ジェ y ト機 240 回 1 弘元 | 

東京 ~ー\\ ジエ y ト機却回 東ヰ 122千回
116千回 ー---、・、\_-1
一一一一一・一一 -~------ -......-...、』、ー-ーー-ー-------

46/8 \一一一=一一E日でこちι | 
1 日 460回 国内線発着回数 町10__ :*阪 109干闘

1 日 370回 .~.100
ジェソト機200回H

52 (年度) 53 ~ 

乗降客数

(万人)
1 ,500 

48秋
第一次石油
ショック

46/7 
YS-727 
横津岳落石事故

国内線乗降

1 ,000 

844万人

500 

。

47 49 48 46 

(討:)来降平等数は年度，発着回数は年である.

東京 1 ， 839万人

50/3 
新幹線
博多開通
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図 4 東京国際空港および大阪国際空港の国内線乗降客数および発着回数

れる便数の増加が思うにまかせず航空輸送による

便益の向上を望む国民の要請に応えられない状況

にある(図 4).したがって東京・大阪におけるこ

の陸路性を根本的に打開し，将来の航空需要に対

応した方策が早急にとられなければならず， ["東

京国際空港の沖合展開計画」および「関西国際空

港の建設J はこの観点、からも，できるかぎり早い

時期にその実現をはかる必要がある.なお国際交

流の活発化に対応した新東京国際空港の 2 期工事

等の事業についても併行して積極的に推進してい

かねばならないのは無論である.

(2) 地方空港のジエヴ卜化，大型化の推進

国内航空ネットワークにおける東京・大阪両空

港の重要性は前述のとおりであるが，経済社会の

発展や地域社会の進展にともない，最近は東京・

大阪以外の都市相互間の航空輸送も増大の傾向に

ある.特に三全総等において定住閏構想等地方分

1980 年 9 月号

散がうたわれており，今後ともこの傾向は強まる

ものと見込まれる.したがって地方空港の整備を

進めるに当っては地方と東京・大阪の両中枢を結

ぶ路線だけでなく東京・大阪以外の都市相互間の

関係にも充分配慮しなければならず，従来にも増

して地方空港のジェット化，大型化のための整備

を推進する必要がある(図 5 ). 

(3) 環境対策の推進

円滑な空港整備を進めるためには，空港と周辺

地域社会との調和ある発展を目ざすことが不可欠

の前提であり従来からも，航空機自体の騒音を低

減させるための音源対策と家屋の防音工事等の周

辺対策を両輪とした騒音対策を強力に推進してき

た.ちなみに現行の 3 次空整の期間 (51-55年度)

においては全体事業量の1/3 を上回る 3420 億円

の環境対策を実施 (55年度については予定)してい

る.

(11) 557 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.
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を進める必要がある.

(4) 航空保安施設の整備

航空にとってその性質上安全の確保

は絶対の条件である.このため従来か

ら常時飛行中の航空機を監視するため

の航空路監視レーダーや情報処理シス

テム等の整備をはかつてきたところで

あるが，今後とも安全の確保は無論の

こと，増大を続ける航空交通量に対し

空域の有効利用を一段とはかる観点か

らも航空保安施設の整備，近代化を一

層推進する必要がある.具体的には全

国の航空路を二重に覆域するため，航

空路監視レーダーの一層の整備を進めるととも
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A

性昭

-L 1 55年度0年度 ( )内は50年度比
空港数( a ) 70 77 (1. 10) 

ジェット化空港数(b) 18 30(1.67) 

b/ a (%) 26 39 

滑走路総延長( c) 

ジェット化空港滑走路総
延長( d) 

d/c (%) 

(m)1 (m) 
121 ,000 I 140,400 (1. 16) 

48,500 76, 200 (1. 57) 

40 i 54 

(叫 (ha)
8,000 10, 000 (1. 26) 空港総面積(e)

ジェット化空港総面積 5, 800 8, 300 (1. 42) 
(f) i 

73 82 

(万人)1 万人)
圏内総旅客数(g) 2, 540. 4, 140*( 1. 63)* 

ジェット機利用客数( h) I 2, 020 引例1.69)* 

h/g (%) 79 82* 

*については54年度の数字

図 S 空港数およびジェット機就航空港の推移

f/e (%) 

特に航空機騒音問題のいちじるしい大阪国際空

港，福岡空港においては周辺整備機構を設霞し再

開発事業，代替地造成事業等のきめ細かい周辺整

備のための対策を実施するとともに， 54年度から

はいわゆる全室民家防音工事(補助対象窒数を家

族数に応じ最大ラ窒とする. )に踏み切ってその強

化をはかつてきたところである.この結果航?-r~機

騒音に係る環境基準の53年中間目標はおおむね達

成される実績を挙げるに至っているが(表7)，今

後とも最終日標の達成に向けて積極的に騒 ff対策

558 (12) 

に，空域の有効利用をはかるため広域レーダー進

入管制所の整備や VORjDME を活用した航空

路の再編成を行なわなければならない(図 6 ). 

IV 空港整備特別会計における財源対策

前節までに述べたように第 4 次空港整備 5 カ年

計画中の事業量はこれまでに較べ大幅に増大する

ことが見込まれる.加えて大阪騒音訴訟にかかわ

る最高裁判所の如何によってはさらに大幅な経費

増を招くことも考えられる.このような状況下で

現在の利用者負担程度では所要の事業量を執行で

きないこととなるが，エアライン各社の財務状況

も燃泊費高騰その他の理由によりこれ以上利用者

負担率を上げることについては限界があることが

明確である(図7).したがって 4 次空整において

は財源対策に真剣に取り組む必要がある.当面の

措置としては航空旅客が負担する通行税収入を利

用者に還元する観点から空港整備特別会計へ全額

繰り入れを行なう必要があるが，長期的対策とし

ては空港等が永年にわたって使用されるものであ

るので，その整備費用については現在の利用者の

みでなく後代の利用者にも公平に負担させるのが

公、F.であるとし、う観点から空港整備特別会計への
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主要空港における環境基準中間目標の達成状況一覧

飛fiFl語3lj明野JFJ時:l-
東京国際 8， 511 8, 511 0 ! い11 100.0 I t説525Fに縮小屋外値として達成されているもの

夫両副ふん 7両 ! 山o 8, 761 36, 140 1 843 |:;晶君臨監さ開2詩歌手勘案子る
新東京国際 1 ， 088 I 0 *1 , 088 787 787 72.3: 7 輔の措置率

福 日7 丸7561 i i 町 756 瓦3 丸 143 I 瓦|ぷ万五誠都議制空間霊祭摂珂
戸 tfl ム| ーに 1云 7一一 151 662 15空間霊祭景子勘案すると 7 割強の世帯が繭吉
ι~ 1 _ 27 I 一 0*2ιー-竺 27 I 100.0 刊の世帯が聞と

4 居住者の希望の状況等を勘案すると，そのほとんどが措置
新 潟 360 I 0 * 360 239 239 66. 4 されている.

一一丁 一一一一寸 5 t ~画面希望の状況等を勘蚕子QE; 初kとんど力議置
松 山 493 ! 0 * 493 425 425 89・ 1 されている.

熊 本 2 0 車 22200.0 すべての世帯が措置済み

云一五1- --5訂 o *59 丁 ふ |一 瓦 100.0 すべての世帯が措置済み
J一寸 ! 本 ! 一一一 4'ry ~Q n 居住者の希望の状況等を勘案すると，;;Cゐほとんどが雇雇

宮 町 606 0 * 606 412 412 68.0 されている.

ι 児 島 28 I 0 キ 28 28 2800.0 すべての世帯が措置済み
>>11瓦 ~5-1--~ぷ 7 i-| )11ム「 1000 |;広州、百fiãt L-l:扇面で両両と厩

広 島7 ム o *ム712J「 728 1 52 されている52.0 I 居儲の希望の状況等を勘案すると，そのほとんどが措置

|居住者の希望の状況等を勘案すると，そのほとんどが措置
戸-11 1fi ?一 一三??」 ザ一一三三一一 83.0 二されている.

計 61，初! 九防 24, 440 14, 201 凡 256 82.7 

表 7

達 定推の況状成

-
唱
曲o
h
明
唱
泊
仰

キ印の世帯数については，当該空港の WECPNL コンターに大きな変化がないこと，または世帯数が比較的少ないこと等により，第 1 種区域内世帯数をもっ

現状 WECPNL85 以上の世帯数としたものである.

注 2. 達成状況のコメントのなかで「居住者の希望の状況等J とあるのは，①53年 6 月に当局が実施した空港周辺の居住者に対するアンケート調査結果による移

転，民家防音工事等の希望の状況，②具体的な移転，民家防音工事の申請の状況等を勘案したものである.

注 3. 広島については. YS-ll機就航の現況を前提とした，従来の指定区域内世帯数によって点検した.

注1.

て，
(
-
u
)個個
一
-
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四国レーダー 仁コ二重樹

仁コ一重覆域

図 B 航空路監視レーダー (ARSR)整備計画(昭和60年予測図)

借入金の導入を検討する必要がある.

240 

50年度平均単価=100
220 54年度は各担月次決算をもとに狩 :H
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図 7 燃油単価の動向(日本航空，全日本空輸，
東亜国内航空 3 社内貨平均)

180 (14) 

区分| 箇一 所 !計
| 検津岳，上品山，山田 i 

既設|箱根，東海，三園山 I 9 

三郡山，加世田，八重岳 ! 

継続|上越，四国，宮古島 1 3 

計画|道東，道央，中国，奄美 4

-ニュース・

中国 OR 学会が成立

中国数学会所属のオベレーションズ・リサーチ

(OR)学会が，このほど済南で設立され，華羅庚氏

が理事長に，越民義，許国志，余潜修の各氏が副理

事長に選出された.

1977年には，中国科学院と日本中国文化交流協会

との協議に基づき，日本オベレーションズ・リサー

チ学術代表団(松田武彦団長)が中国を訪問してい

る.
」一一回目-_..._-……ー・..._-.......一一・・……・・…..ii
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